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日本における戦時統制経済の実態
―中小工業問題を通して―
平賀　明彦＊
はじめに
　本稿は，日本の戦時体制期の経済統制の分析を通して，15年戦争期，とりわけ日中戦争
全面化以降の戦時日本経済が抱えた問題点を明らかにし，継戦能力をも含めた戦争遂行能
力そのものの実相について検証を試みようとするものである。戦時日本経済についてはこ
れまでも多くの分析が積まれ，政策面での諸統制の時系列的な整理や，その政策内容につ
いて明らかにされてきた。最近では，政策構想の成立過程や，とくに戦前・戦後の連続
性，断絶性という古くて新しい議論の中で，独自に戦時期を位置づけようとする試みとの
関係で戦時体制が問題にされることもあった
①
。そして，政策の実態，政策効果について
も，多くの資料が体系的に整理され
②
，戦局の長期化，悪化とともに，あちこちに綻びが
生じ，実際的な成果をあげることなく破綻していった実態が解明されてきている。それは
取りも直さず，総力戦を呼号し，生産・流通・消費の全ての局面での計画的動員，すなわ
ち総動員を高らかに打ち出しながらも，その実，貧相な内実しか持ち合わせていなかった
戦時政策の下で進められた，あの戦争の無計画性，無謀性をあらためて確認する作業とし
て進められてきたとも言える。この点については，すでに農業政策の側面から，以前に検
証を試みたが
③
，ここでは，ほぼ同様のモチーフで大都市の工業生産に関わる経済統制の
実態を明らかにしつつ，統制そのものが生産構造を変質させ，生産の基盤そのものを掘り
崩していった状況を明らかにしていきたい。その際，とくに諸統制が中小工業に及ぼした
影響について力点を置いて具体的な分析を進めていく。それは，総じて政策の問題点，あ
るいは不備は，政策対象の弱い部分にしわ寄せされ，そこに凝縮して表面化する場合が多
く，工業部門では，それは中小・零細企業問題として顕在化することが予想されるからで
ある。そして，商工業都市の中でも，戦時に至る過程で著しい発展を遂げる一方で，繊維
産業，伝統的工業を基軸にした産業構造を持ち，多くの中小・零細工場がその下支えとなっ
ていた名古屋市を事例として取り上げることにしたのも，同様の問題意識からである。
　戦時経済統制については，1937年，盧溝橋事件直後に発せられた，戦時三法を皮切り
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に，翌年の国家総動員法によって，議会の協賛なしに命令を発せられるフリーハンドを得
たことによって，本格的統制の段階がスタートするが，その諸々の法令そのものの分析を
含め，これまで多くの検討がなされているので，ここでは概観するに留め，政策史的検討
には多くを割かないこととする。戦時ゆえに当然のことであるが，それら諸統制は，全国
津々浦々まで，万遍なく示達され，滞りなく遂行することが厳命され，果たされなければ
罰せられもした。戦時を理由にそのような強制力が漏れなく被せられることが戦時統制そ
のものであり，そこではそれら諸政策の成立の背景やその特質の解明が重要となるわけだ
が，他方，日本の戦時が，そもそもそのような統制の本来の姿とは異なった道筋で展開
し，それだからこそ当然のごとく，多くの犠牲と大量の国富の損失を招いて敗戦に至った
経緯を考える時，諸統制が，実効をともなって展開しなかった実態そのものの解明が，よ
り重要であると考える。天網恢恢疎にして漏らさずの例え通り，強い強制力と精神主義的
圧力によって産業全体を蔽い尽しながら，しかし，政策目的とは異なった結果を蓄積して
いた実情そのものの分析を通して，戦時統制の本質はより正確に把握されるべきであろ
う。本稿もまた，大商工業都市を事例として，統制政策と実施結果の乖離の実態を検証す
ることで，戦時統制経済の本質解明に有効な素材を提供することを目的としている。尚，
本稿で戦時期として分析対象としているのは，史料，紙数の制約から，概ね日中全面戦争
の開始以後，アジア・太平洋戦争開始以前までの時期であり，戦局の変容とそれにとも
なって戦時統制も質を変えていく敗戦までの時期は他の機会に譲りたい。また，他方，対
象時期の戦時諸統制は，次々と生産現場に降ろされ，生産活動そのものだけでなく，時とし
ては生産組織自体にも変更を加え，産業構造全体を変形させる事態すら生んでいくことにな
るが，その態様は，戦時以前のそれら生産構造そのものの在り方に規定される。ここではそ
の点を踏まえ，対象地域の戦時以前の産業構造の特徴を概観することから始めようと思う。
　対象として取り上げた名古屋市は，すでに戦時に至る以前から，大商工業都市としての
発展を遂げ，東京，大阪に次ぐ大都市として，中京圏の経済の中核であった。とくに，貿
易港の後背地として，輸出入の拠点を形づくり，東西への物流の要衝として，第 1 次世界
大戦期に急激な経済発展を遂げた。その基盤としては，明治以来の繊維業を中心とする軽
工業主体の産業構造の形成があり，さらに陶製品などの地域特産品の製造でも特徴を持っ
ていた。戦時に向けては車両，飛行機製造，軍工廠などを軸とする軍需重化学工業化が急
速に進むとともに，在来の軽工業部門の戦時編成が産業構造上の重要な変化であり，その
ため，ここでは，冒頭の課題設定の視点に立って，経済統制と中小企業問題に焦点を当て
て，戦時の政策目標と統制下での地域経済の変容の実態を分析していきたい。
　その際，まずは，大都市名古屋の成立過程を概括的に跡付け，戦時体制以前の産業構造
の特徴を明らかにすることから始めよう。名古屋は藩制期以来，東西の物流の中継点とし
ての枢要な位置を占め，経済発展を遂げてきたが，近代化過程ではその特徴をさらに拡大
し，鉄道，港湾を中心に交通体系を外延的に拡充し，商工業発展の広がりを作りつつ，そ
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れに適合させるかのように周辺町村を合併し，市域を広げ労働力市場と商圏を拡大し，ま
た工業敷地を増やしていくことで発展を続けていった。それらの具体像をまず明らかにし，
その上で戦時経済統制の実情に迫っていくこととしたい
④
。
１　名古屋市の都市的発展①－町村合併と鉄道路線の拡張
　戦時期名古屋は工業都市として，また商業活動の拠点としての重要な位置を確立してい
たが，その前提となったのは第 1 次世界大戦期の経済発展であった。そしてまた，そこへ
の道筋も，度重なる町村合併によって周辺農村を市域に取り込んで拡大をとげた明治期か
らの準備があってのことであった。ここでは，まずその点について概観し，戦時体制期分
析の前提を作っておこう。
　1886（明治19）年，東海道線が開通し，市の西部笹島に名古屋停車場が新設されたこと
により，西方に伸長する拠点ができあがった。実際に，この直後から幅員の狭い道路で
あった笹島街道は拡張され，栄町通りとして完成した。そして新堀川運河開削，熱田築港
などが計画され，それらにより商工業発展の土台が形成された。
　市域は明治期に 5 度にわたる町村合併がおこなわれた結果，総面積が約2.8倍に広がっ
た。熱田町全部を合した第 3 回の併合が大きく，以後も愛知郡小碓村，千種町の一部を合
わせ，明治末までに後の大名古屋の中核がほぼ出来上がった。そして，1921年の大合併で
市域は一挙に拡大したが，それは，第 1 次世界大戦中の急激な経済発展と呼応していた
⑤
。
鉄道をはじめ，道路，築港，運河など交通体系の急速な整備は，人口の急増と都市的機能
の広がりを背景に，それに沿って拡張をとげる工場敷地，住宅地などの不足を補い，瞬く
間に広がる都市基盤を行政区画としても整備していく必要があったのである。
　名古屋市のこの都市的発展の基軸には鉄道を中心とした交通体系の整備・拡張が大きな
影響を与えていた。東海道線開通後の鉄道網の整備過程について簡単に触れておこう。
　日本全体の鉄道網整備が東海道経路に重点を置いて進められたことが名古屋市にとって
は大きな意味を持った。1889年には東京・神戸間が全通したが，これにともなって，それ
以前に開設されていた，武豊から熱田を経由して名古屋に至る武豊線と，大垣から一宮，
清州を経て名古屋に至る名古屋線もそれぞれ支線として組み入れられた。大府駅が設置さ
れ，ここが東海道線と武豊線の接点となったのである。
　私設鉄道の関西鉄道が名古屋にまで延びたのは1895（明治28）年で，弥富・名古屋間が
結ばれ，次いで弥富・桑名間が開通したことにより鉄路は西へ延びて行き，1900年頃には，
大阪・名古屋間が結ばれ，東海道線と旅客輸送で鎬を削ることとなった。東海道線ととも
に内陸部を経て東に向かう鉄道として中央線が企図されたのは1895年で，1911年には東京・
名古屋間が全通した。これらの各鉄道線とともに，主として貨物運搬用鉄道として，名古
屋港と市内を結ぶ臨港線が敷設されたのもこの時期であった。
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　このように，ほぼこの明治末に，名古屋は東西南北に走る主要幹線の中枢拠点としての
地位を確立し，関東，関西の中間にあって交通の要衝，物流の要としての役割を果たすこ
とになった。また貿易港の後背地としての確固たる位置を固めたことにより，第 1 次世界
大戦期の経済発展の基礎が固められることになった。
　大正期以降の市内各駅の乗客数と乗車料収入の推移を示すと図 1 のようになる。いずれ
も年を重ねるに従って顕著な右肩上がりで増加していたことがわかる。これを乗客数につ
いて駅ごとにより詳しく見ると図 2 のようになる。市内全体の半数を名古屋駅が占めてお
り，またとくに大正期の増加傾向が顕著であったことがうかがえるが，これに次ぐ熱田
駅，千種駅も，大正期の初め，昭和期の初めにそれぞれ上向傾向が読み取れる。市内中心
部，東部地域における工業発展と照応していると言えよう。
図１　市内鉄道乗客数，乗車料金収入推移 図２　鉄道主要駅の乗客数
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図３　鉄道貨物発送・到着量別推移
　図 3 によって名古屋駅の鉄道貨物について見ると，第 1 次世界大戦期及び大戦後に著増
していることがわかる。貨物数量の発送貨物と到着貨物では，一貫して発送分が上回って
いるが，全体が伸びを示す中で，とくに大正期から昭和期にかけてその差が広がり，発送
貨物の伸びが大きかったことがわかる。1829年の関西鉄道の開通による三重，奈良，大阪
方面との取引，1900年の中央線開通によりそれまで必ずしも十分な連携のなかった岐阜，
長野，山梨と結びついたことが，貨物内容とともに総量を大きく増やしたと考えられる。
また，1911年の臨港線は従来水運に頼っていた物資の流通に影響を与えた。そして，中央
線沿いでは，名古屋市で生産された工業製品が新たな消費地に向かって発送されるととも
に，それら地域から，木材，石材，薪炭などが大量に移入され，市で消費されるととも
に，また他地域へ移送される中継点として名古屋が機能したと考えられている。また名古
屋港からの水運に拠っていた石炭，肥料，木材などが陸運に転換され，貨物輸送量の増加
をもたらした。市内各駅の貨物収入の総額は，1915年に初めて100万円を超えたが，3年後
の1918年には約2.3倍，1922年には.6倍と増え続け，1926年には約5.6倍に当たる569万円
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に達していた。工業用原料品や食料品などの大量の貨物が船舶によって移入されたのに対
し，市の工業発展にともない増加する生産品の多くは鉄道輸送によって移出されたこと
が，図のように鉄道輸送量，とりわけ発送貨物量の増加に結びついていった。この結果，
名古屋駅は，東京，大阪に次ぐ貨物取扱量を誇ることになったのである。
２　名古屋市の都市的発展②－市内電車，道路網の整備と河川，築港の拡充
　これらの主要幹線の整備とともに，市内電車網も充実していった。とくに明治末の地方
鉄道法公布をきっかけに，大正初めには，市内に 8 つの会社が放射状に路線を広げること
になり，その後大合併による市域の拡大に合わせて，これらの会社の合同が相次いだ。
　当初，市中心部から主として西北方面，すなわち枇杷島，津島を経て岐阜県境に，ま
た，岩倉を得て犬山へと延びる方面に沿線を延ばしていった名古屋鉄道株式会社線は，尾
西鉄道などを合する過程で，乗降客数を急増させ市内交通の重要な環を築いていった。す
なわち，191年時点での，乗客数7万人余，乗車賃収入 1 万 8 千円余は，3 年後，乗客数
で2.65倍，乗車賃で約 9 倍に跳ね上がっていた。さらに，本格的な経済発展と市域の大拡
張を経た1923年には，乗客数で666万 6 千人余，乗車賃で118万 5 千円近くと急増してい
た。また，常滑町方面，さらには鳴海，有松から岡崎，豊橋方面，そして常滑線経由で東
名古屋港と結ぶ臨港線をも有していた愛知電気鉄道株式会社線も，191年の乗客数19
万 5 千人余，乗車賃収入 3 万 8 千円近くを，1917年には，それぞれ6万人余（約2.2倍），
6 万 3 千円近く（約1.7倍）へと増やしていた。そして，その1917年から，経済発展と市域
の拡張を経た1923年には，それぞれ37万 3 千人余（約 8 倍），72万  千円余（約11.5倍）
と急増させていたのである。
　道路については，1920年都市計画法の施行を機に，本格的整備が進められ，中区の大池
から水主に至る岩井線，東区東新町から大池に至る高岳線，同じく中区の千早から矢場に
至る千早線，栄から東区南外堀を結ぶ大津町線，西区では明道から菊井に至る明道町線の
主要 5 幹線と中区御器所から島西浦に至る東郊連絡線，さらに名古屋駅から覚王山に至る
覚王山線の拡幅も加え，かなりの経費を投入し，ほぼ昭和初めまでに新設・改修が終わっ
た。この他，市周辺でも多くの道路の開設・改修が逐次進められていった。
　この時期，水運及び海外貿易でも急ピッチで整備が急がれた。陸上輸送に比べ貨物運搬
能力で舟運ははるかに勝っており，とりわけ名古屋港と市内の物流との連携には不可欠の
動脈であった。藩制期に開削された堀川を大改修し，川口の浚渫も合わせ，湾岸工事とと
もに物流機能を増大する工事が進められたのは昭和期に入ってからであった。また，中川
川口から運河を伸長する工事も大正末から昭和初期にかけて進められ，舟運の便が格段に
効率性を増した。またこの工事とともに，そこで開削された土砂は工場敷地造成に利用さ
れ，その完成時には，80余りの工場とほぼ同数の倉庫群が建設されたのである。
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　この時期の中京圏の商工業発展にとって，名古屋港の存在は非常に大きなものがあっ
た。水深が浅く大型船舶が出入りできなかった熱田港は改修され，5000トンクラスの大型
船の繋留が可能になった頃，臨港線も整えられ，外国貿易拠点と国内物流の連携が実現し
た。これにより，大量の物資輸送が可能となり，名古屋市の経済発展も飛躍的に進むこと
になった。明治末の第 1 期工事に続いて，港内航路の幅員を広げ，水深を下げ，汽船溜，
帆船溜を広げ，連絡水路を増置する計画がたてられ，1919（大正 8 ）年に完成を見た。
　折しも第 1 次世界大戦期の空前の海運景気で，大型船舶の往来が俄かにその数を増して
いた時であったために，2 期工事完成直後，すぐさま第 3 期の拡張工事が計画され，実施
に移されることになった。すなわち 1 万トン級の船舶の航行を前提に，防波堤，航路，船
溜等を拡張し，またその浚渫土砂で約8万坪の埋立地と1万坪の貯木場を造成するとい
うものであり，1926（昭和元）年に完成をみた。この年の年間貿易額は81万トンとなり，
明治末の約3.2倍を記録することとなった。
３　Ⅰ大戦期の名古屋の商工業発展
　このような名古屋市の都市的拡大は，第 1 次世界大戦期の飛躍的な商工業発展に支えら
れ，また一方で，その発展に照応する形での都市機能整備という，車の両輪のような相互
作用を繰り返すことによって達成されていった。交通体系の整備，とくに港湾と鉄道を軸
とする輸送体系の整備は，Ⅰ大戦期の好景気をそのまま反映して，外国商品の出入り，国
内産品の移出入量，額の著しい伸長に結果し，それは当然名古屋市の商工業発展を裏付け
るものとなったことは疑いない。
　大正期に入ってから会社数，資本金額は右肩上がりに推移したが，とくにこのⅠ大戦期
の好景気で急上昇のカーブを描いて，いずれも増加傾向を見せていた。株式会社組織によ
る工業方面の起業熱，投機熱がとりわけ活発で，会社数はともに同じぐらいの伸びだった
が，資本金総額で，1000万円近くに達し，商工業資本金全体の 8 割を工業部門で占めてい
た。その潤沢な資金はさらに低利のもとに循環することで，株価が一貫して高値を続け，
とりわけ工業部門の堅調に対して投機熱がさらに高まり，それらが，会社の高利潤，高配
当に結びつくことで，商工業発展を加速していった。
　工業部門が著しい伸びを示していたころの工業種別の生産高を1921（大正10）年と1926
年を比較しつつ示したのが表 1 である。これによれば，1921年の段階で，全体の半ば以上
を占めていたのが繊維・染織産業で，かなりの差があって，雑工業，化学工業，機械・器
具工業，そして飲食品工業がこれに続いていたことがわかる。しかし，種別ごとにその後
の伸びには相違があり，1926年時点では，繊維・染織が半ば以上を占めてトップであった
ことは変わりないが，1.9倍，2.68倍と飛躍的に産額を増やした化学工業，飲食品工業が比
率を高め，雑工業，機械・器具工業がこれに続く構造になっていた。紡績・織物を中心に，
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新たに織機，車両，時計，あるいは醸造部門などが伸びを示していた。窯業が一貫して高
い比率を示しているのもこの地域の特徴と言える。
表１　名古屋市の工業種別生産額
繊維及び染織 飲食品 化　学 機械器具 雑工業 その他 計
大正10年 117,12,167 16,81,732 2,32,039 18,6,973 29,719,711 98,621 207,657,303
大正15年 188,707,516 5,15,799 6,352,19 23,770,820 36,270,05 51,711,03 35,17,802
増 減 71,565,39 28,30,067 22,028,380 5,125,87 6,550,27 ,186,82 137,760,99
増 加 率 1.61 2.68 1.9 1.27 1.22 6.11 1.66
（単位：円　『年表』より作成）
　後の戦時期の分析との関係で，この時期の工業種別の状況を簡単に押さえておこう。
　工業生産価額で群を抜いていたのは繊維産業で，1918年で 2 億円近くまで達していた工
業生産額のうち約 9 千万円をこれで占めていた。次いで，3 千万円近くに達し第 2 位になっ
ていたのは化学工業部門で，このほとんどは陶磁器とセメントであった。この一方，生産
額では 2 千万円近くで全体の 1 割ほどであった機械機具工業は，しかし，第 1 次大戦期の
経済発展の中で，最も高い伸び率を示した業種で，1927年と比べると 5 倍以上の伸長を示
していた。とくに造船・車両など重工業生産部門の伸びが著しく191年からの 5 年間で6.3
倍に生産額を伸ばして，機械機具部門を牽引する役割を果たしていた。軍工廠の存在も，
この部門の伸長に大きく影響していた。戦線となったヨーロッパへの輸出がそれを支え，
外貨獲得の旗頭となっていた。一方，豊田佐吉の自動織機などの例を見ると，従来イギリ
スからの輸入に多くを頼っていたその部門が，ヨーロッパ戦線の影響で輸入途絶となった
ことを好機に，国内需要の充足に向けて生産をアップさせたことが急伸長の理由であっ
た。第 1 次世界大戦の影響が，このようなさまざまな形で名古屋の工業発展，とりわけ機
械機具部門の増加に関わっていたのである。
　工業生産額では，もう一つ，雑工業に分類される諸工業が，やはり1918年時点
で 3 千 7 百万円近くの生産額を挙げ，全体でも大きな割合を示していた。191年との比較
でも  倍以上の伸びをしているので，機械機具や繊維産業と遜色ない実績といえよう。こ
こに含まれる製品の代表的なものは，扇子・うちわ・提灯，あるいは帳簿類・封筒などの
紙製品，また，建具・指物・箪笥・桶・樽などの木製品，さらには足袋・履物・帽子など
の生産額も多かった。これら伝統産業も，以前に比べると産業構成全体の中での比重は低
めながら，着実に生産額を増やし，依然として重要な位置を占めていたのである。
　伸びが著しかった機械機具工業，とりわけ重工業部門は，おおむね大規模工場がその担
い手であった。陶磁器工業でもやはり大規模工場が大量生産を担い，また繊維産業でもそ
れは同様であった。しかし，繊維産業にもっとも典型的なように，大規模工場の一方で，
数多くの中小零細工場が，生産全体の底辺を支える構造が顕著で，それは名古屋市が急激
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な経済発展を遂げた第 1 次大戦期でも同様であった。そして伝来的な工業では，ほとんど
の担い手は中小零細工場であり，この構造がこの後も基本的には継続されていった。
　名古屋市のこのような商工業発展は，以後，金融恐慌，昭和恐慌の荒波を受けながら，
落ち込み乃至は停滞を余儀なくされるが，しかし，Ⅰ大戦期の高蓄積により形成された産
業基盤は，何とか堅持されながら，準戦時期を凌ぎつつ戦時体制を向かえることとなった。
４　日中戦争の本格化と経済統制
　1937年，日中全面戦争の開始，そしてその長期戦化の中で，戦時経済統制への舵取り
は急ピッチで進められた。この年 9 月の特別議会は，貿易・物資に関する戦時統制の基本
法である「輸出入品等臨時措置法」，「臨時資金調整法」，「軍需工業動員適用法」のいわゆ
る戦時三法を公布した。また，翌年の国家総動員法の成立を待たず，民間工業の軍需への
動員，再編成を可能にする工場事業場管理令を発し，軍需工業動員法に基づき，いち早く
工業動員の実をあげるべき法体系を整えた。さらに翌月に入ると，商工省は臨時輸出入許
可規則を公布し，事実上の輸出入品の統制に踏み切った。軍需資材の輸出禁止，綿花など
の輸入制限と贅沢品の輸入禁止などをその内容としていた。この綿資材については，翌年
には商工省令として綿糸の配給統制が始められ，早くも割当制が導入された。切符制の第
一号である。次いで国家総動員法，電力国家管理と次々と統制法が発せられ，戦時経済統
制の大枠がほぼ出来あがった。
　ここで方向づけられた軍需重化学工業最優先の産業構造への編成替えとその下での有効
な物資，労働力の供給システム確立の統制経済指針は，翌年以降，さらに数々の統制法を
生み出していくことになった。議会の協賛なく法的裏付けを作り出すことを可能にした国
家総動員の機能がフルに発揮されたと言える。軍需重化学工業部門への資金・資材・労働
力の重点配分を決定した生産力拡充計画が閣議決定されたのは，1939年の年頭であった
が，さらに 7 月には国民徴用令によって，軍需産業への労働力投入が軌道づけられた。軍
需最優先のこれら施策により，国民生活に関わる物資は生産縮小となり，品薄感とともに
価格高騰を招く恐れが懸念された。そこで，統制の網の目は価格統制に及ぶことになる。
いわゆる9.18ストップ令である。これらに加え，190年代に入ると多くの品目で消費規制
も実施されるようになった。
　軍需重化学工業最優先とそこへの総動員が図られる中で，軍需と民需は明確に色分けさ
れ，すべてについて前者が後者に優越することが法的に認められ，民需の中でも国民生活
必需物資と不要不急産品とはやはり峻別され，そこにも明確な優先順位がつけられた。輸
出入に関しても，軍需重化学工業関連の原料やエネルギー製品で輸入途絶が懸念されるも
のの確保が最優先された
⑥
。
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５　経済統制と名古屋市の産業編成替え
　それでは，このような戦時経済統制は名古屋市の産業構造にどのような影響をもたらし
たのであろうか。まず第 1 は，政策の重点に従って，軍需重化学工業の急成長が見られた
ことである。三菱重工業株式会社航空機製作所がその典型であった。96式艦上戦闘機
⑦
な
どの主力軍用機機体生産は，1937年の312機が，19年まで一貫して増え続け，約10倍の
3,628機に達していた。同じく軍用機生産でこの時期飛躍的な躍進を遂げたのが愛知時計
電機で，9式艦上戦闘機
⑧
などの主力生産機は，1937年の176機を，やはり19年まで伸
ばし続け1,96台に達していた。この愛知時計電機は，すでに日露戦争時から水雷などの
軍用兵器の生産をてがけていたが，昭和初年の従業員数は1500人ほどであったものが，
日中戦争期に，先の戦闘機とともにこれらの軍需品生産部門を大拡張したことにより，そ
こで働く人々の数は 2 万  千人余りまで膨らんでいたという。先の名古屋航空機製作所
は，大曾根に発動機工場を設立し，また愛知時計電機は，化学部門を独立し愛知化学工業
を立ち上げ，航空機用点火プラグや航空機用防弾ガラスなどの製造も手掛けるといったよ
うに，航空機以外の軍需品生産にも次々と乗り出していった。名古屋航空機製作所はその
過程で，工場敷地を約 3 倍に増やしており，当然従業員数も急増させていた。
　名古屋における軍需生産のもう一つの拠点は，陸軍造兵廠名古屋工廠であった。この軍
工廠は本工廠とともに熱田，千種，高蔵にそれぞれ製造所を持ち，従業員数合わせて 1 万
人を誇り，弾薬，手榴弾，戦車砲弾，野砲弾丸，迫撃砲弾などの生産を主としていた。日
中戦争の本格化とともに，生産量を飛躍的に増加させるとともに，航空機機体生産，発動
機，軽機関銃，航空機関砲などの製造も開始し，ここでもやはり機械設備と従業員数の大
幅拡充が図られた。1938年ころからその勢いは急ピッチとなり，千種製造所では，1936年
に比し，この年には従業員数が  倍近くに達していた。
　このように航空機生産を基軸に，名古屋市は軍需重化学工業生産が増加の一途をたど
り，アジア・太平洋戦争に突入するころには，航空機の機体生産で全国シェアーの 2 割以
上，発動機生産で  割以上を占める，まさに屈指の生産拠点になっていった。
　この結果，名古屋市の産業構造そのものが，この航空機生産を中心として大きく変容を
とげることとなった。すなわち，それまでの繊維産業の工作機械メーカーや，自転車・
オートバイ・小型自動車の専門メーカーなどが，こぞって航空機部品や兵器生産を開始
し，次第にその部門に重点を移していった
⑨
。
　この一方，戦局の長期化，泥沼化によって輸出入は相当窮屈なことになり，外国貿易の
拠点である名古屋港の後背地として発展を遂げた名古屋市も大きな打撃をうけることに
なった。すでにこれまでに見てきたように，名古屋港の整備と第 1 次世界大戦期の輸出入
の急激な伸びが，それら産品の物流を通して名古屋に巨額の富を生み出し，そのことに
よって大名古屋が成立したと言っても過言ではない。それが，輸出入品等臨時措置法など
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によって，厳しい統制の網の目が被され，とくに民需の抑制と軍需の拡大を同時に果たさ
ねばならないことで，陶磁器や織物を中心とした輸出，羊毛，パルプ，大豆，トーモロコ
シなどを主体とした輸入の在り方そのものが大きく変化することになり，それに合わせた
新たな取り組みの必要に迫られることになった。
　日中戦争の本格化にともなって，綿織物が急激な縮小を余儀なくされ，輸出関連企業に
も大きな打撃を与えたが，その損失分を，依然堅調であった陶磁器の販路を拡大し，新た
に，合板や機械・金属類などをアジア市場向けに増やすことで，輸出額総体の落ち込みを
抑えながら，1939年には，日中戦争本格化以前の水準にまで回復させるところまで漕ぎつ
けた。これに対し，民需抑制の輸入制限の痛手は大きく，輸入の中心であった羊毛は1938
年には前年比70％近くの落ち込みとなり，壊滅的打撃を受けた。この他，綿花をはじめと
し，各種の不要不急産品の輸入規制は，国内産品の流通統制と相俟って，名古屋市の商工
業に大打撃を与えることになった
⑩
。そして，大企業や大手工場が，その足腰の強さ故に，
大きな痛手を蒙りながらも軍需重化学工業化に対応することで最悪の事態を回避し，ある
いは企業内容，生産内容を時局適応型に変形することで持ち直しを図っていったのに対
し，そのような術を持たない中小企業，中小工場はその打撃を正面からまともに受けざる
を得ない状況に追い込まれていった。
　名古屋市の商工業発展が機械機具工業，とりわけ重工業部門に牽引されて進んだこと，
そして，一部の大規模工場がその先頭を切って躍進していたことは，すでに触れたが，一
方で，繊維工業や伝統的工業では，中小規模工場が圧倒的多数を占め，それらが幅広く名
古屋の工業発展を支えていたことも指摘しておいた。また，中小工場が多くを占める構造
が金属機械機具工業部門でも見られたことが名古屋市の一つの特色でもあった。すでに，
戦時期の統廃合が一定進んだ時点であるが，1939年の規模別工場数を表 2 で見ると，その
点も含めた，全体の状況を読み取ることができる。紡織工業の絹布人絹布，機械機具鉄工
関係，製材工場などで大規模工場の存在が確認できるが，他の多くの工業部門で，やはり
生産の中軸として中小工場の占める割合が高かったことがうかがえる。絹布人絹布など一
部の例外を除いて，同一業種内では 7～ 8 割を小工場が占めており，工業種によっては，
職工 5 人以下の零細工場の割合が高かった。1937年の調査だが，紡織工業では，職工 5 人
以下の零細工場は，全体の5％を占めており，金属工業でも57％，機械機具工業で7％，
化学工業でも5％に達していた。零細工場の割合が比較的少ない窯業でも36％を占め，
製材・木製品では，71％，食料品工業では68％，その他工業では80％にまで達し，工場数
全体でも65％と，中小・零細工場の裾野が如何に広いものであったかを示している
⑪
。
　戦時統制経済段階に入って，これら工場群をまず襲ったのは原材料不足であった。すな
わち「軍事資材の供給の確保並に輸出振興を目的とする物動計画は国内向乃至民需向商品
の生産者に対し其の原材料の取得につき困難を加へた」
⑫
として，その「取得難の様相は
先ず第一に輸入原材料の輸入制限又は禁止，並びに国内使用制限又は禁止に因る所の当該物
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資の供給減少であり，第二にかくて減少したる物資の価格の騰貴である」と説明されていた。
表２　規模別工場数
工業種別 工業種類 小工場 中工場 大工場 その他
紡織 絹布人絹布
スフ・人絹織物
毛織物
メリヤス
3
66
39
27
1
7
8
10
27
1
9
3
31
7
56
0
機械機具 一般鉄工業
溶接
自転車
銑鉄鋳物
非鉄合金鋳物
5
85
106
19
62
71
3
22

7
6
619
88
13
18
62
窯業 硝子製品 33 10 0
製材・木製品 製材・製函
ベニヤ板
箪笥
195
3
70
26
15

2
225
51
70
食料品 菓子
酒
味噌・醤油
520
23
39
8 2 530
23
39
其の他 鞄
靴
帽子
1
150
120
1
1
151
120
＊小工場は職工30人未満，中工場は30人以上100人未満，大工場は100人以上
＊1939年  月調査
（名古屋市商工会議所『時局の名古屋工業特に中小工業に及ぼしたる影響』1939年 9 月より作成）
実際に，割当制の導入などによる統制は，即座に原材料不足に結果したし，価格高騰，あ
るいは公定価格設定による闇値の横行は，同様に原材料の入手を著しく妨げることとなっ
た。例えば，紡織工業では，中国からの綿の輸入が制限されたため，製綿業，布帛製品業
はたちまち窮迫し，また，石炭，スフ糸，染料などの価格高騰により織物業は全般的に打
撃を受け，切符割当制がいち早く導入されたために，包装木箱用釘が品不足となり，製品
搬出に支障を来すなどの影響が表れていた。機械機具工業でも，製造制限が指示された銑
鉄をはじめ，価格騰貴が激しかったアルミニウム板や銅，さらにはいち早く切符配給制が
導入された鉄屑，鋼材，真鍮などの品不足は深刻で，それらを素材とする関連工場は軒並
み生産減に陥った。窯業でも，鉛，錫，亜鉛の輸入制限，石炭，石灰などの価格騰貴が，
陶磁器，ガラス製造工場を直撃した。これらの価格上昇，供給減の実情を調査した結果を
見ると，例えばアルミニウム価格は，「本年（1939年―引用者注）四月に於て事変前の四
割乃至五割方騰貴している」状況であり，また，切符配給制によって「製綿の原料たる支
那綿花の割当数量は事変前の二割」とされ，余りに「寡少」な実態が報告されていた。
　1938年の時点であるが，職工30人以下の工場の占める割合でみると，全工場数631の
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約 9 割にのぼっていた金属工業，あるいは8％に達していた機械機具工業
⑬
でも，この原
材料不足と価格高騰の問題は深刻で，この部門では，中小工場の下請け化を進めることで
対応が急がれていた。すなわち「中小工業は漸次その独立性を失って大工業の下請生産に
向かひつゝあるのが現時の傾向で」
⑭
「この傾向は金属工業部門に於て特に顕著で」「鉄
鋼配給統制規則の施行は中小鉄工機械工の資材難を加速し，中小工場の大工場隷属化を促
進した」として，原材料の入手困難を大工場の下請け化によって克服しようとしていたの
である。そしてさらに，「名古屋市の中小鉄工機械工業は，名古屋市に於ける大工業の下
請発注を全部吸収し，さらにその上に他地方に於ける大工場のそれをも獲得せねばなら
ぬ」として，下請け受注の範囲を市外にまで拡張することによって窮地を打開しようとし
ていたのである。しかし，市内には「単独部品作業」の中小工場が多く，専門制作を請け
負えないために，「軍の仕事でも困難なる作業例えば航空機の火造の如きは当市に発注し
ないで大阪方面へ出す」ことになり，受注量を減じてしまう結果となっていた。また，「名
古屋市の機械工業は紡織機，自転車の製造より発達し，時局と共に軍需品製造に転換した
ものが多い」が，「小工場が多くて中堅下請工場が少ない」し，「又専門機械を設備してい
るものが尠」く，「所謂萬能型と称せられる旋盤によってのみ作業している所が多いから
製品の優秀性が確保されない」ので「軍需品の製造に適しないといふ缺點があ」り，これ
もまた，軍需重化学工業の下請け化を阻む要因になっていた。さらに，同一作業の請負価
格が他地域より市内が割高であるため，「運賃，監督その他の點に於て不利な遠隔の地へ
発注しても結構採算に合う」として，市内中小工場が敬遠される場合などもあって，下請
け化の促進による中小工場対策はなかなか順調に進まなかったのである。
　このような原材料の入手難と並んで，中小工場を悩ませたのは，労働力不足と賃金の高
騰であった。この事情は農業労働力不足と共通するところが多いが
⑮
，とくにもともと中
小企業経営，中小工場の維持・発展のために組織化が進められた組合制度が，戦時に至り
統制が本格化する中で，軍需重化学工業化に向けての労働力調達組織に機能変化を起こし
たことが直接的に労働力不足を恒常化させ，経営を圧迫することになった。
　軍需重化学工業への重点的な労働力の振り向けとともに，比較的大規模工場の多いその
部門では，労働力確保の必要もあって，総じて高賃金が維持され，そのために，それらを
保障できない中小工場からの労働力移動が加速された。紡織，機械機具など主として大工
場を中心に調査した結果では，例えば綿糸紡績女工では，事変前一カ年平均賃金70銭が
1939年には88銭と 2 割 6 分の騰貴であったし，綿力職女工も同様に，72銭が92銭へ
と 2 割 8 分の上昇を記録していた。金属・機械機具工業の鍛冶工では，事変前の年間313
銭が，1939年では385銭と 2 割  分，窯業の陶磁器工では150銭が239銭と約1.6倍近くにま
で跳ね上がっていた。その結果，「賃金の絶対額に於ては中小工場は到底大工場の比では
ないから（中略），職工の大工場集中は当然と云はねばならぬ」結果に結びついていった。
　原材料，資材，労働力不足により経営が悪化した中小工場の整理・統合は組合設置とそ
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こへの全工場の包摂によって進められた。大正末期に制定，公布された工業組合法は，そ
の後何度かの改正が行われ，日中戦争が本格化した中で，さらに改正され，大規模工場と
零細工場の双方を組合加入させる道が開かれた。「元来工業組合は中小工業の協同的自助
運動として出発した」
⑯
が，戦時にあってその性格に変更が加えられたのである。「凡そ
工業の内部経営的改善は終局に於生産原価の低下に帰する」ものとされ，それが組合の役
割であって，そのための施策として「原材料の共同購入と生産的共同設備とが其の主要な
もので」あった。名古屋市の工業組合でも，人造絹織物，紡毛糸，硝子製品製造，タイヤ・
チューブなどのゴム製品製造などの組合がこれに取り組んでいた。「生産的共同設備は独
力で生産設備を設置し得ない中小工業者が共同出資に依って之を設置し，以って生産原価
の低下を図るもの」で，名古屋市では，毛織物などの組合で取り組んでいた。
　しかし，戦時体制期に入り，こういった組合の役割には変更が加えられた。第 1 に，軍
需重化学工業化に向けて，工業組合には，軍需品調達の仲介・斡旋的機関としての機能が
付与された。「即ち組合に於て軍需の共同受注を為し之を組合員各時に適当に配分する」
役割を担ったのである。すでにこの時点で，毛織物，鉄工機械，非鉄合金鋳物などの各組合
がこのような活動を展開していた。第 2 に，組合は供給が減少した民需向け原料の適正配給
を期すための割当機関としての機能を果たすことになった。「繊維工業に於ける糸，機械工
業に於ける鉄鋼の割当は其の主要なるもの」であった。そして第 3 に「業界不振に因り組合
員が転業の必要に迫られたるとき，転業の斡旋が組合の主要なる任務とな」ったのである。
　そして，第  次の工業組合法の改正により，新たに工業小組合の制度が発足することに
なった。これは従来の組合の役割とは異なり，資本金 2 万円以内で職工数10人未満の零細
工場を対象に，「小規模にして資力薄弱なるものと合同することに依って一企業単位とな
り，企業利潤の増殖を図る」目的で組織することとされた。ここにおいて，零細工場も含
めた統制の網の目が完成するとともに，軍需優先の産業構造への編成替えにとって阻害物
である中小零細企業の統廃合の組織が完成されたのである。名古屋市においても，「単独
にては軍需の受注を為し得ない群小機械工場の共同受注に能く貢献するであろうし，又平
和産業の軍需転換の場合に広く利用されるであろう」と期待されていたのである。
まとめ
　第 1 次世界大戦期の急激な経済発展で大成長を遂げた名古屋市は，それまでに整備を進
めてきた貿易港名古屋港の後背地としての利点を生かし，著しい貿易額の伸長を大きなバ
ネとし，東西交通の要衝としての地の利を最大限に生かした物流の要として，これまた明
治以来整備を進めてきた，陸海の運輸交通体系を足掛かりに，以後も発展を遂げつつ，戦
時期を迎えることになった。そのような名古屋の商工業の構造には，繊維業を始めとした
種々の伝統的産業の裾野が広く展開し，それが全体産業を強く支えて，継続的に発展の下
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支えとなっていた特徴があった。
　日中戦争の全面化を契機に一挙に戦時体制に突入した日本経済は，軍需を中核とした重
化学工業化を至上命題とし，農業を含め全産業をそこに集中する措置が次々に講じられ
た。Ⅰ大戦期の経済発展の過程で，従来の繊維産業に加えて，造船・車両などの重工業，
時計などの精密機械，あるいは自動織機，さらには軍工廠での兵器生産などを中心とした
機械機具工業が大きな伸びを見せた名古屋の工業界は，それらが下地となってこの軍需重
化学工業化の方向に適合していった。とりわけ航空機産業が飛躍的な伸びを示し，軍需重
化学工業化の牽引車の役割を果たし，各種工業もそれら軍需関連製品の製造に向けて，転
換を図っていった。
　このような軍需優先の産業編成に，しかし，俄かには適合できない伝来的工業や，繊
維，食料品，日用品，紙製品，木製品に関わる，多くの中小・零細工業の幅広い展開もま
た名古屋の工業構成の一つの特徴であり，産業全体の発展の幅広い底辺でもあった。この
軍需に対する民需，軍事に対する平和産業の厚い堆積を，名古屋は，一つは，できるだけ
多くの部分の軍需関連への転換と，もう一つは，とくに零細・弱小工場の，転廃業を含め
た統合・整備で編成替えしようとした。
　企業整備令が発せられ，中小商工業者の整理統合，軍需への転換，それが難しい経営の
転廃業が一挙に進められたのは192年に入ってからであるが
⑰
，この結果，名古屋では，
綿織物業では，10軒あった織物業者は1企業に，1107軒あったメリヤス業者は117企業に
それぞれ整理された。食料品工業では，200軒の菓子製造業者のうち937軒が転廃業を余
儀なくされ，残りも221企業に統合された
⑱
。これらによって行き場を失った労働力の大
半が軍需重化学工業に吸収されていったことは言うまでもない。
　この結果，アジア・太平洋戦争に突入して以後，金属，機械機具，化学のそれぞれ軍需
への編成替えが強行された諸部門は，労働力が最優先で振り向けられたこともあって，
191年段階の生産量を維持乃至は増加させて推移するが，多く統合整理の対象となった
諸業種，例えば窯業は，191年時点の生産額を100とする指数では72，同様に繊維工業で
は21，製材及び木製品工業では51，伝統工業を中心とするその他の工業では36と軒並み
激しい落ち込みを見せていた。とりわけ繊維工業の落ち込みは凄まじく，ほとんど壊滅的
と言って良い痛手を被っていた。資金，資材，労働力の強権的な軍需への集中の無理は，
それまでの名古屋の経済発展，工業生産の順調な伸びを著しく偏奇的なものとし，繊維業
を典型に，伝統的な技術継承を軸に，根強く産業全体を下支えしていた生産基盤を掘り崩
し，最終的な生産崩壊の原因となっていったのである。
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注
 
①  戦時体制期の経済構造，とくに戦時経済統制については，多くの研究蓄積があるが，差し当
たって，最新の幾つかの成果を掲げておく。山崎志郎 『戦時経済総動員体制の研究』日本経済評
論社　2011。荒川憲一 『戦時経済体制の構想と展開』岩波書店　2011。野口悠紀雄『190年体制
[増補版]』東洋経済新報社　2010。三輪芳朗 『計画的戦争準備・軍需動員・経済統制』有斐閣　
2008。などであるが，研究目的にはバリエーションがあり，従来の政策分析の方法そのものへ
の問いかけや，戦前・戦後の連続，断絶を問題にする中での戦時体制の特質を問うもの等さま
ざまである。
②  戦時体制期研究の進展にとって，中央の戦時政策に関する次のようなまとまった資料集の刊行
は資するところ大である。以下に掲げるものはその代表である。原朗 ・山崎志郎編・解説『後
期物資動員計画資料（全 6 巻）』現代史料出版（東出版）2002。同『後期物資動員計画資料（全 8 巻）』
現代史料出版(東出版) 2001。同『開戦期物資動員計画資料　第 2 回（全 6 巻）』現代史料出版（東
出版）2000。同『初期物資動員計画資料　第 2 回（全 6 巻）』現代史料出版(東出版)　1998。同『初
期物資動員計画資料　第 1 回（全 6 巻）』現代史料出版(東出版)　1997。同『軍需省関係資料
（全 8 巻）』現代史料出版(東出版)　1997。また，『戦時経済国策大系（全10巻）』日本図書センター
　2000。
③  拙著『戦前日本農業政策史の研究』日本経済評論社　2003。
④  これ以後の名古屋市の市域拡張，交通運輸体系の整備，商工業発展の実情等については，主と
して，名古屋市役所『大正昭和　名古屋市史』各巻　1953 ～ 1955。名古屋市会事務局『総合名
古屋市年表』大正編　1963。愛知県史編纂委員会『愛知県史』資料編28　近代 5　2000。新修名
古屋市史編集委員会『新修　名古屋市史』5 巻，6 巻　2000などに拠った。とくに『新修　名古
屋市史』は最新データが豊富に盛り込まれており参考になった。本論中の数値は特に断らない
限りこれらを参照した。
⑤  これらの地域の合併に至るまでの人口増加の傾向には特徴があった。西春日井郡を例にとると，
明治末の段階ですでに一定の人口規模をもち，それをさらに急速に増加させている清水町杉村
のような地域があった。明治末の人口数ではそれよりも規模は小さかったが，同じようにこの
時期に人口を急増させる一群があり，西春日井郡の金城村がこの典型であった。人口急増とい
う言う点ではこれらと共通していたが，漸増傾向を示しつつ，横ばいに近い推移を示す一群も
あり，枇杷島村，庄内村，荻野村，川中村がこの中に含まれた。旧市内への隣接状況，交通体
系の整備のされ方など，都市基盤の外延的な広がりの態様がこういった類型に反映されていっ
たと考えられる。大正期に入ってからの飛躍的経済発展により，旧市街が急速な発展，拡大を
遂げる中で，交通網の整備状況などに影響されながら，急速に都市化が進んだ近接町村があり，
また，その程度が比較的緩やかで，緩慢に，しかし，着実に進んでいった地域とがあり，1921
年の大合併はそれらを一挙に市域に取り込む結果となり，労働市場の急展開，都市的地価体系
の浸潤などが急速に進んだのである。
⑥  こういった政策基調が，事変対応では，緊急度の高いものから諸統制が令達され，38年に入っ
た頃から，日中戦争の長期化が見込まれるようになると次第にその対象範囲を広げつつ，それ
ぞれの統制度合いを強め，しだいに本格化していった。そして，東南アジア進出の方向性が明
瞭になってくるに従って，重要産品の輸入減が予想され，切迫感をともなった格段の措置へと
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進んでいった。
⑦  この他，96式陸上戦闘機，97式重爆撃機などが大量に生産された。
⑧  この他，96式艦上爆撃機，また，急降下爆撃機としてその威力を発揮した99式艦上爆撃機など
が多く生産された。
⑨  軍需優先の煽りで不振を託つことになった豊田式織機も，手榴弾生産を手始めに急速に軍需生
産へと傾斜していった。名古屋の大手企業の一翼を担っていた鉄道車両工業も，この例にもれ
ず，朝鮮，満州などの植民地経営での車両需用の増加に対応し，増産体制を整えていった。こ
れもある意味での軍需に対応した結果であった。
⑩  綿花の輸入規制，スフの混用の指令，さらには配給統制，切符割当制とその物流が厳しい統制
下に置かれた綿製品を典型として，鉄，軽金属，石油，肥飼料，そして砂糖，マッチなどの生
活必需品まで配給統制が拡大される中で，貿易港の後背地で，交通体系の整備により国内外の
物流の要衝としてその都市的基盤，産業基盤を形成してきた名古屋は大きな打撃を受け，産業
構造の著しい変更を余儀なくされることになった。
⑪  　「名古屋市工業に於ける中小工業の地位―名古屋市中小工業の基本的考察―」名古屋市商工会
議所『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』1939所収。
⑫  名古屋商工会議所『名古屋市に於ける金属機械器具工業の下請け工業問題』190。
⑬  前掲『名古屋市に於ける金属機械器具工業の下請け工業問題』。尚，この問題についての以下の
引用も同書より。
⑭  前掲『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』。以下，ここでの引用は同書より。
⑮  この点に関しては前掲拙著で分析を試みたが，都市の軍需重化学工業の労賃高騰により，農外
流出する農業労働者が急増し，食糧増産の使命を負った農業生産の大きな阻害要因となった。
⑯  前掲『時局の名古屋市工業特に中小工業に及ぼしたる影響』。次の引用も同じ。
⑰  この点については，名古屋商工会議所『名古屋地方の平和産業に於ける生産額の変動と企業合
同』191が，実態を良く示しているが，ここでは紙数の関係から取り上げられなかった。他稿
で分析を試みたい。
⑱  前掲『新修　名古屋市史』6 巻。
ひらが　あきひこ（日本近現代史）
